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1 はじめに

1.1 本研究の背景

カーシェアリングサービス (以下 CS）とは, 登録を行っ

た会員が特定の自動車を共同利用するサービスであり, 利

用の直前までに予約すれば希望する時間に利用したいス

テーションから自由に車を利用できる. 近年 CSが急速に

普及し, 会員数が増加傾向にある. その背景には, CSが世

間に認知され始めたこと, 若年層の車離れや自家用車購入

台数の低下などが理由だと考えられ, CS は新たな交通シ

ステムとしての期待が高まっている. しかし, CS ステー

ションの配置場所は限られた都市部に集中していること,

ステーションに配備される車両の台数に限りがあること,

先に予約されていると借りることができない等の問題が

ある.

先行研究 [1, 2, 3]では, 環境負荷軽減や都市空間の有効

活用などの研究が行われていたが, CS の普及促進といっ

た CS運営者側のサービス面に関連する研究が少ない. 運

営者が効率的に CSを提供できれば, CS利用の促進に繋が

ると考え, 本研究では, 運営者側の視点で効率的な CS運営

を行うための方法を考える.

1.2 カーシェアリングの種類

CSには, ラウンドトリップ型とワンウェイ型 (乗り捨て

型)の 2 種類がある. ラウンドトリップ型は借りたステー

ションに返却しなければいけないが, 乗り捨て型では借り

たステーション以外のステーションでの返却も可能である.

乗り捨て型はラウンドトリップ型より利便性が高い反

面, 利用者の目的, 移動先によって返却するステーション

が異なるためステーションの車両台数に偏りが発生する.

車両台数に偏りが生じた際, 定期的に各ステーションの

車両台数を基準台数に戻す必要があり, これを車両の再配

分と呼ぶ. 本研究では, 乗り捨て型 CSで生じるステーショ

ンの車両台数の偏りを, 車両の再配分をすることで基準台

数に戻すモデルを考える. 車両の再配分する際に生じた移

動距離を配車距離とし, 配車距離を最小にすることで乗り

捨て型 CSの効率良い運営を目的として研究を行う.

2 モデルの説明

2.1 車両再配分の仕組み

本研究では以下の言葉を定義する.

車両の再配分

車両台数に偏りが生じた際, 担当者が運転して各ス

テーションの基準台数に戻すこと

供給ステーション

図 1(a)再配分前 図 1(b)再配分後

ノード 1, 2, 3：ステーション番号

括弧内の数字：車の台数

枝横の数字：距離（km）

図 1 本研究の配車距離最小化モデル

ステーションの車の台数が基準台数より多いステー

ション

需要ステーション

ステーションの車の台数が基準台数より少ないステー

ション

配車距離

車両の再配分を行う際に生じた担当者の移動距離 (車

での移動と車以外での移動も含む)

乗り捨て型 CS では 1.2 節で説明したように, 利用者の

利用目的に応じ, 返却するステーションは必ずしも借りた

ステーションとは限らないため, 時間の経過とともに, 各ス

テーションの車両台数は変化する. よって, 車両の再配分

を行い各ステーションに定められた基準台数に戻す必要が

ある. 各ステーションの基準台数に戻すため, 供給ステー

ションから需要ステーションへ再配分担当者が車を運転し

て移動させる. 車両再配分の仕組みを図 1 に示す. 図 2.1

のモデルは基準台数が 3台であり, 図 2.1(a)では利用者が

ステーション 2, 3からステーション 1へ 1台ずつ移動した

後となっている. 各ステーションの基準台数が 3台である

のに対し, ステーション 1は 2台多いため供給ステーショ

ンとなり, ステーション 2, 3は 1台ずつ少ないため需要ス

テーションとなる. 車両再配分にかかる移動を担当者の移

動と呼び, 担当者の移動には車での移動 (供給ステーショ

ン→需要ステーション)と, 徒歩や自転車など, 車以外での

移動 (需要ステーション→供給ステーション) がある. 図

中の矢印は担当者の移動を表しており, 供給ステーション

から需要ステーションへの矢印は車での移動, 需要ステー

ションから供給ステーションへの矢印は車以外での移動と

なっている. 再配分担当者が出発した営業所に戻るまでの

担当者車の移動距離が配車距離であり, 本研究ではこの配

車距離の最小化が目的になる.
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2.2 車両再配分モデル

図 2(a)再配分前 図 2(b)再配分後

図 2 車両再配分モデル

図 2 のモデルでは, 車がステーション間を移動する距離

の最小化を目的とする. 供給ステーションから需要ステー

ションへ車を移動してステーションの車両台数を基準台数

に戻す.

2.3 配車距離最小化モデル

図 3(a)再配分前 図 3(b)再配分後

図 3 配車距離最小化モデル

図 3のモデルでは, 供給ステーションの 1つを営業所と

し, 車の移動距離と車以外での移動距離の最小化を目的と

する. 車両再配分モデルからさらに車以外での移動を考え,

営業所にいる再配分担当者が車を運転して移動させ, 車の

移動に必要な車以外での移動距離の最小化も行う. このモ

デルを考える上で,次の仮定を設ける.

• 車を 1台移動させるには, 担当者が 1人で運転して移

動させる.

• 担当者はステーションから出発し元のステーションに
戻る.

配車距離最小化モデルでは再配分担当者が運転して車を移

動させ, 車を取りにステーション間を車以外で移動すると

考える.

2.4 営業所の配置を考慮した配車距離最小化モデル

このモデルではステーションとは異なる場所に営業所を

設置し, 営業所から担当者が出発し車両の再配分を行うと

仮定する. 配車距離最小化モデルでステーションから担当

者が出発すると考えたが, 本来カーシェアリングサービス

ではステーションは無人となっているので, より現状に近

づけるためにステーションとは異なる場所に営業所を配置

することを考える.

図 4(a)再配分前 図 4(b)再配分後

図 4 営業所の配置を考慮した配車距離モデル

図 4のモデルでは再配分担当者は営業所を出発し, 配車

完了後に出発した営業所に戻ると考え, 配車距離モデル同

様にステーション間の配車距離と営業所からステーション

への移動距離の総和の最小を求める.

3 定式化

3.1 車両再配分モデル

以下に記号を定義する.

I:ステーションの集合.

dij :ステーション i ∈Iから j ∈Iまでの距離.

Si:ステーション i ∈Iの配車前の車の台数.

Fi:ステーション i ∈Iの配車後の車の台数.

xij :ステーション i→ j(i, j ∈I)への車の移動台数. 以上の

記号を用い,この問題を以下のように定式化する. 目的は,

配車完了までの車の移動距離の最小化である.

min.
∑
i∈I

∑
j∈I

dijxij

s.t. Fi =
∑
j∈I

xji + Si −
∑
j∈I

xij , i ∈ I (3.1)

xij ≥ 0, i, j ∈ I (3.2)

(3.1) はステーション i おける車の移動台数の制約で

(3.2)は非負制約である.

3.2 配車距離最小化モデル

車両再配分モデルで定義した記号に加え, さらに以下の

記号を定義する.

yij :ステーション i ∈Iから j ∈Iへの車以外での移動回数.

hij :ステーション i ∈Iから j ∈Iまでの車以外での距離.

以上の記号を用い,この問題を以下のように定式化する.

min.
∑
i∈I

∑
j∈I

dijxij +
∑
i∈I

∑
j∈I

hijyij

s.t. Fi =
∑
j∈I

xji + Si −
∑
j∈I

xij , i ∈ I (3.3)
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Fi =
∑
j∈I

yij + Si −
∑
j∈I

yji, i ∈ I (3.4)

xij ≥ 0, i, j ∈ I (3.5)

yij ≥ 0, i, j ∈ I (3.6)

(3.3)はステーション iおける車の移動台数の制約. (3.4)

はステーション i に向かう車以外での移動回数の制約.

(3.5),(3.6)は非負制約となる.

3.3 営業所の配置を考慮した配車距離最小化モデル

以下に記号を定義する.

I:供給ステーションの集合.

J :需要ステーションの集合.

K:営業所の集合.

dijk:営業所 k ∈Kから出発した担当者のステーション i ∈I
から j ∈Iまでの車の距離.

hijk:営業所 k ∈Kから出発した担当者の
ステーション i ∈Iから j ∈Iまでの車以外での距離.

pkj :営業所 k ∈Kからステーション i ∈I,j ∈Jまでの距離.

Si:供給ステーション i ∈Iの配車前の車の台数と
基準台数の差.

Dj :需要ステーション j ∈Jの配車前の車の台数と
基準台数の差.

変数

xijk:営業所 k ∈Kから出発した担当者が行う
供給ステーション i ∈Iから需要ステーション j ∈J
への車の移動台数.

yjik:営業所 k ∈Kから出発した担当者が
需要ステーション j ∈Jから供給ステーション i ∈I
を移動する回数.

ukj :営業所 k ∈Kから供給ステーション i ∈I
への担当者の移動人数.

vjk:供給ステーション i ∈Iから営業所 k ∈K
への担当者の移動人数.

Zk:営業所 k ∈Kを設置するなら 1,配置しないとき 0をと

るバイナリ変数

上記の記号を用いて以下のように定式化する.

min.
∑
k∈K

∑
i∈I

∑
j∈J

dijkxijk +
∑
k∈K

∑
i∈I

∑
j∈J

hijkyijk+∑
k∈K

∑
i∈I

pkjuki +
∑
k∈K

∑
j∈J

pjkvjk

s.t.
∑
k∈K

∑
j∈J

xijk = Si, i ∈ I (3.7)

∑
k∈K

∑
j∈J

yjik +
∑
k∈K

uki = Si, i ∈ I (3.8)

∑
k∈K

∑
i∈I

xijk = Dj , j ∈ J (3.9)∑
k∈K

∑
i∈I

yjik +
∑
k∈K

vjk = Dj , j ∈ J (3.10)

Zk ≤
∑
i∈I

uki ≤ MZk, k ∈ K (3.11)

Zk ≤
∑
j∈J

vjk ≤ MZk, k ∈ K (3.12)

Zk ≤
∑
i∈I

∑
j∈J

xijk ≤ MZk, k ∈ K (3.13)

Zk ≤
∑
i∈I

∑
j∈J

yjik ≤ MZk, k ∈ K (3.14)

∑
i∈I

uki =
∑
j∈J

vjk, k ∈ K (3.15)

∑
k∈K

xijk +
∑
k∈K

yjik = Si −Dj − 1, i ∈ I, j ∈ J (3.16)

Si ≥ Djのとき

xijk ≤ M(uki +
∑
m∈J

ymik − yjik) (3.17)

i ∈ I, j ∈ J, k ∈ K

yjik ≤ M(vjk +
∑
n∈I

xnjk) (3.18)

i ∈ I, j ∈ J, k ∈ K

Si ≤ Djのとき

xijk ≤ M(uki +
∑
m∈J

ymik) (3.19)

i ∈ I, j ∈ J, k ∈ K

yjik ≤ M(vjk +
∑
n∈I

xnjk − xijk) (3.20)

i ∈ I, j ∈ J, k ∈ K

xijk ≥ 0, i ∈ I , j ∈ J, k ∈ K (3.21)

yjik ≥ 0, i ∈ I , j ∈ J, k ∈ K (3.22)

uki ≥ 0, k ∈ K , i ∈ I (3.23)

vjk ≥ 0, k ∈ K , j ∈ J (3.24)

Zk ∈ {0, 1} (3.25)

(3.7),(3.8) は供給ステーション i ∈I における流量保存
則で (3.9),(3.10) は需要ステーション j ∈J おける流量保
存則である. (3.11) から (3.14) は営業所に関する制約で

(3.11) は営業所 k ∈K を使用しないと k から出発できな

い制約, (3.12)は営業所 k ∈Kを使用しないと k に戻れな

い制約, (3.13)は営業所 k ∈Kを使用しないと k から出発

した担当者が供給ステーション i ∈I から需要ステーショ
ン j ∈J へ車の移動ができない制約 (3.14) は営業所 k を

使用しないと k から出発した担当者が需要ステーション

j ∈J から供給ステーション i ∈I へ移動ができない制約
(3.15)は営業所 k ∈Kの流量保存則である. (3.16)は供給

ステーション i ∈Iと需要ステーション j ∈Jの移動の制約,

(3.17) から（3.20) は営業所 k ∈K から出発した担当者が
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ステーションに移動しないと k に関わる移動はできない制

約, (3.21)から (3.24)は非負制約である. (3.25)はバイナ

リ変数である.

4 計算実験

4.1 データの作成

本研究では, 愛知県名古屋市千種区, 昭和区を対象地域

とし, タイムズカープラス (株) が運営している 各区のラ

ウンドトリップ型 CSの駐車場を乗り捨て型 CSのステー

ションとして実験を行う.

千種区, 昭和区に 1辺の長さが 1kmである 3次地域メッ

シュデータを使用し, その端点の 20箇所を営業所候補点と

する.

営業所とステーション, および, ステーション間の距離

は, 各ステーション間の道路距離と徒歩距離, 各営業所候

補点から各ステーションへの徒歩距離のデータを作成す

る. 距離の計算については, [6] より各ステーション, 営業

所の住所から距離を算出し, 車道を通る道路距離と歩道を

通る徒歩距離を求めた. 実験は, 供給ステーションから需

要ステーションへの車ので移動は道路距離を使い, 需要ス

テーションから供給ステーションへの車以外での移動と営

業所から供給ステーションへの担当者の移動は徒歩距離を

使う.

4.2 実行結果

モデルの計算には IBM ILOG CPLEX Optimization

Studio 12.5.1 (以下 CPLEX) を使用した．営業所を考慮

した配車モデルを千種区と昭和区のステーションについて

CPLEXで計算した.

図 5 配車距離の変化

図 5が営業所の設置数を変化させた時の配車距離の変化

を示している.

図 6はステーション 45箇所と営業所の最適配置 7箇所

を示している.

4.3 考察

図 7 は営業所の設置数を変化させた時の車の移動距離,

ステーション間の人の移動距離, 営業所からステーション

に向かう人の移動距離, ステーションから営業所へ向かう

図 6 営業所の最適配置図

図 7 営業所の数の変化による移動距離の変化

人の移動距離を示している. 図 7より営業所の設置数を増

加すると営業所からステーションに向かう人の移動距離,

ステーションから営業所へ向かう人の移動距離が増加し,

ステーション間の人の移動距離が減少している. つまり,

営業所から出発する配車担当者が増えればステーション間

の人の移動距離が減少すると考えられ, 仮に配車担当者の

人数の合計と供給量の合計が等しいならステーション間の

人の移動距離は無くなる. よってさらに配車距離を最小化

するには営業所の最適配置が必要である.
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